
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　①小さな地域単位での話し合いからスタートする。

・中心経営体等地域の農業者が参画したこれからの西浦農業を考える話し合いの場づくりを進める。

・生産基盤の再整備や、近代化施設整備の導入を検討する。

・中心経営体に農地を一層集積・集約化する。

　②話し合いでは、共同で課題の解決方法を検討する。

　③話し合いの結果を行政支援の受け入れや、補助事業の効果的な活用に結び付ける。

・円滑に中心経営体の経営継承が進むよう、関係機関が協力して支援する体制を整備する。

・更に、多様な経営体からのステップアップや、他地域からの参入により中心経営体の確保・育成をする。

・耕作者数４４９戸、市内在住３４１戸、平均年齢７３．３歳、認定農業者等　１法人、２８人（平均年齢７０．５歳）

区域内の農用地等面積 327

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 327

・認定農業者が中心経営体として活躍している防府市を代表する農業地帯である。特に、この中心経営体は、資本装備や生
産・販売などを自己完結で行う家族経営が担っている。

・この中心経営体では、高齢化、後継者不在による円滑な経営継承が危惧されるなか、具体的に解決が迫られる事態が起こ
り、西浦地区での継承のための体制づくりが喫緊の課題となっている。

・また、これまで他地域に先駆け基盤を整備し先進的な家族経営を実現してきたが、これからスマート農業等新技術の導入に
は不向きなほ場条件になりつつある。

・耕地面積３２７ha、経営体面積１７０．２ｈａ、集積率５２％、

・農振農用地内：耕地面積２６１ha、経営体面積１４６．７ｈａ、集積率５６％

・唯一の共同活動として、さのぜき保全会、植松・西浦保全会（取組面積：約１６４ha）にて泥上げや農道・水路の部分補修な
どを行っているが、地域の幅広い農業上の課題の解決に向けた話し合いの場が無く、解決策の検討が行えていない。

・さらに、高齢化の影響により、麦、大豆作が減少し、水稲単作経営となりつつある。
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（２）　農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方

３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

・農用地以外の農地については、農地を巡る周辺地域の動向や、担い手の意向、ニーズ等を勘案し、適切に対応する。

・保全・管理等のエリアについては、地元で慎重な協議を積み重ね、必要な場合は適切に設定する。

（２）　農地中間管理機構の活用方針

（１）　農用地の集積、集約化の方針

・集積率の向上に向けた課題を次の視点で整理し、対策を具体化しながら、活動を積み上げる。

　①中心経営体の今後の経営（規模拡大・縮小）意向に沿った調整を進め、集積・集約化を促進する。

・認定農業者等中心経営体に加え、多様な経営体が農地中間管理機構の事業をフル活用できるよう取り組む。また、借受農
地管理等事業の活用などにより、より良い農地条件で営農を行えるように進める。

　③多様な担い手からのステップアップを支援する。

　②地区外からの新たな経営体の参画を促す。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等 ⑧農業用施設 ⑨その他

【選択した上記の取組方針】

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④輸出 ⑤果樹等

・また、農用地区域内で安全に防除可能な圃場では無人航空機防除の作業委託を活用し省力化を図る。

・保全管理水田等については、農業公社等による農作業受託や農機レンタルの利用を促進し、耕作放棄地発生の防止に努
める。

（３）　基盤整備事業への取組方針

・多面的機能支払交付金事業を活用し、計画的な水路や農道などの施設の長寿命化のための補修や更新に努める。

（４）　多様な経営体の確保・育成の取組方針

・兼業農家等について、高齢者等周辺農家との結び付きや、具体的な活動状況等を把握し、必要に応じ受託面積の拡大を支
援するなど多様な経営体として育成する。

・更に、多様な経営体から中心経営体へのステップアップを目指す取組を支援する。

（５）　農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

・基盤整備事業の導入について、改めて協議の場を設ける。

・昭和40年代に基盤整備事業を実施しているが、現在、水路の老朽化が著しく、基盤の大規模化等について、何度となく協議
を重ねてきたが、合意に至らなかった。その主な要因は、次のとおり。

・大規模区画整備や、FOEASシステム、スマート農業など最新の技術を正しく理解し意欲醸成する。

　②難しい課題が多く、複雑になる中、リーダー不在で、意見をまとめきれなかった。

　①世代を超えて事業を進めることが負債を後継者に残すようで、事業に踏み切れなかった。

・農業振興地域を基本の区域とし、その中でも農用地を中心に農地利用を積極的に進めていく。


